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はじめに 

 

 平成23年3月11日に発生した東京電力福島第一原子力発

電所の一連の爆発事故によって，環境中に放出された大量

の放射性物質による環境や食品の汚染が問題となってから，

6年以上が経過した．食品や飲料水については，事故直後に

暫定規定値が設定され1)，さらに平成24年4月には，より一

層の食品及び飲料水の安全と安心を確保する観点から新し

い規格基準値を設けられた2）．これに伴い，各地方自治体は

検査計画を策定し，基準値を超過する食品が流通すること

がないよう放射性物質（主に放射性セシウム）の検査を実

施してきた． 

 当所でも原発事故直後から数多くの食品や飲料水，環境

試料中の放射性物質測定，検査を行っており，基準を超過

するような食品は確認されていない．しかし，埼玉県内に

流通している全ての食品を検査しているわけではなく，

様々な食品について汚染の実態を調査する必要がある． 

 そこで今年度は，乾燥工程があるため生野菜よりも高濃

度に放射性物質が検出される可能性のある野菜パウダーに

ついて，福島原発事故の影響及び現在の汚染状況を把握す

るために調査を実施したので，その結果を報告する． 

 

方 法 

 

１ 試 料 

 平成29年5月から6月の間に，埼玉県内に流通している野

菜パウダー18検体を採取した． 

２ 試料の調製及び測定 

 試料の調製及び測定は，厚生労働省通知3）及び文部科学

省のマニュアル4,5)等に準じて行った．試料はそのままＵ-8

容器に充填した． 

 また，放射性セシウム（セシウム-134及びセシウム-137） 

の定量は，キャンベラジャパン社製のGe半導体検出器  

（GC2018）を用いたγ線スペクトロメトリー法によって  

行った.測定時間は，より低濃度の放射性セシウムの定   

量を可能とするため，79200秒（22時間）とした.バックグ

ランド補正には測定時間を172800秒とした値を用いた． 

 

 

 

結 果 

 

  各試料の検査結果を表1に示した．放射性セシウム濃度

は，全ての試料で検出限界値未満（検出限界値：セシウ

ム134は1.0～3.2Bq/kg，セシウム137は0.86～2.3Bq/kg）

であり，今回調査した範囲では，福島原発事故の影響は

みられなかった．なお，今回調査した野菜パウダーは厚

生労働省通知における食品区分の「一般食品」にふくま

れ，平成24年度に定められた規格基準値は放射性セシウ

ム（セシウム134及びセシウム137の和）として100Bq/kg

である． 

  仮に，今回調査した野菜パウダーにおける放射性セシ

ウム濃度を検出限界値の値とし，平成27年国民健康・栄

養調査6)のデータを参照し，1日摂取量が確認できたさつ

まいもパウダー6.6g/日（さつまいも・加工品）及びトウ

モロコシパウダー1.1g/日（とうもろこし・加工品）につ

いてその食品を1年間摂取した場合の成人の預託実効線

量を原子力安全委員会｢環境放射線モニタリング指針7」」

の換算係数（セシウム134：1.9×10-5mSv/Bq，セシウム

137：1.3×10-5mSv/Bq）を用いて計算した．その結果，

預託実効線量（セシウム134とセシウム137の和）は，さ

つまいもパウダーで約0.096μSv，トウモロコシパウダー

で約0.013μSvであった．これらの推定値は一般公衆の被

ばく線量限度1ｍSvの約0.01%程度であり，今回調査した

範囲においては，野菜パウダーを通常に摂取することに

伴う放射性セシウムの影響は非常に小さいものと考えら

れた． 

 

まとめ 

 

  埼玉県内に流通している野菜パウダー18検体について

放射能調査を行ったところ,セシウム134及びセシウム

137はすべて不検出であった.上記の結果から,今回調査

した範囲では福島原発事故の影響は見られず,特に問題

はないことが推測された．しかし，事故後6年が経過して

いるにも関わらず，放射性セシウムが検出される食品が

流通していることから，今後も様々な流通食品で継続的

な放射能調査が必要と考えられた． 
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         表１ 食品中のセシウム 134，セシウム 137濃度（Bq/kg） 


